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強敵中国に対処する列島防衛戦略の復活 

（米国有名シンクタンク CSBAの新戦略「海洋プレッシャー戦略」） 

元東部方面総監 渡部悦和 

2019/06/07 

 ワシントン DC に所在の有名なシンクタンク「戦略予算評価センター（CSBA）」が

米国のアジア太平洋地域における戦略として「海洋プレッシャー(Maritime Pressure)」 

(注：海洋圧力ではなく、海洋プレッシャーを採用する) 戦略とその戦略の骨幹をなす

作戦構想「インサイド・アウト防衛(Inside-Out Defense)」を提言している1。 

この戦略は、強大化する中国の脅威に対抗するために案出された画期的な戦略で、日

本の南西諸島防衛をバックアップする戦略であり、「自由で開かれたインド太平洋構想

(FOIP)」とも密接な関係がある。本稿では、この戦略の本質を分かりやすく紹介した

い。 

  

海洋プレッシャー戦略の背景 

この海洋プレッシャー戦略のみを読んでも深く理解することはできない。海洋プレッ

シャー戦略が発表される以前に、これと関係の深い戦略や作戦構想が発表されてきた。

例えば、CSBAが米海軍や空軍と共同して発表したエアシーバトル（ASB）は特に有名

だ。その他に、CSBAセンター長であったアンドリュー・クレピネヴッチの「列島防衛

(Archipelagic Defense)」、米海軍大学教授トシ・ヨシハラとジェームス・ホームズの「米

国式非対称戦2」、海兵隊将校ジョセフ・ハナチェクの「島嶼要塞（Island Forts）」など

だ。詳しくは拙著「米中戦争 そのとき日本は」（講談社新書）を参照してもらいたい。 

筆者が注目するのは、バラク・オバマ時代とドナルド・トランプ時代の明確な違いだ。 

オバマ時代は中国に対して関与政策を採用し、中国に対して融和的な対応をしてきた。

ASBが登場したのはオバマ時代の 2010年であるが、中国本土の奥深くまで火力打撃を

行うことに対する拒否感、膨大な国防費が必要な点などを理由に、ASB はオバマ政権

の公式な作戦構想にはならなかった。 

 しかし、ASB と密接な関係のある列島防衛戦略としての海洋プレッシャー戦略がト

ランプ時代に復活したことには大きな意義がある。米中覇権争いにおいて米国が真剣に

中国の脅威に対処しようという決意の表れであるからだ。 

 

既成事実化(fait accompli)をいかに克服するか？ 

 この戦略のキーワードの一つは「既成事実化」だ。この「既成事実化」は、「相手が迅

速に反応できる前に、状況を迅速・決定的に転換させること」を意味し、ロシアが 2014年、

ウクライナから大きな抵抗や反撃を受けることなくクリミアを併合した事例がこの「既成

事実化」に相当する。台湾紛争を例にとると、中国が台湾を攻撃し、米軍が効果的な対

                                                 
1 CSBA, “TIGHTENING THE CHAIN  IMPLEMENTING A STRATEGY OF 
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2 Toshi Yoshihara and James R. Holmes “Asymmetric Warfare, American Style” 
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応をする前に台湾を占領してしまうシナリオを米国は危惧している。この場合、台湾占

領が既成事実となり、これを覆すことは難しくなるからだ。 

広大な太平洋を横断して軍事力を展開することは、米軍にとっても決して容易なこと

ではない。図 1 は作戦に関係のある主要地点からグアムまでの距離を示しているが、ハワ

イ 6,112km、第 3艦隊が所在するサンディエゴ 10,000km 、空軍基地があるエルメンドル

フ 5,556km、東京 2908km、北京 4074km、台湾海峡 2963kmであり、安全保障でよく使

われる「距離と時間の過酷さ(tyranny of distance and time)」をよく表現している。 

紛争地域外にいる米軍は、紛争現場に到着するために、中国の接近阻止/領域拒否

(A2/AD)ネットワークを突破しなければならない。米海兵隊司令官ロバート・ネラー大

将は「我々は戦場に到達するための戦いをしなければならない」と述べている3。 

     図１「西太平洋における距離と時間の過酷さ」 

    

     出典：本稿の全て図の出典は CSBAの報告書 

 

海洋プレッシャー（Maritime Pressure）戦略 

●海洋プレッシャー戦略の要約 

海洋プレッシャー戦略の目的は、西太平洋での軍事的侵略の試みは失敗することを中

国指導者に分からせることだ。 

海洋プレッシャー戦略は、防御的な拒否戦略で、従来提唱されていた封鎖作戦

(blockade operations)や中国本土に対する懲罰的打撃を補完または代替する作戦構想

である。 

海洋プレッシャー戦略は、第１列島線沿いに高い残存能力のある精密打撃ネットワー

クを確立する。米国および同盟国の地上発射の対艦ミサイルや対空ミサイルの大量配備

とこれを支援する海・空・電子戦能力で構成されるネットワークは、作戦上は非集権的

で、配置は西太平洋の列島線沿いに地理的に分散されている。 

                                                 
3 ロバート・B・ネラー、下院歳出委員会・国防会議での証言、2018年 3月 7日 
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海洋プレッシャー戦略は、国防戦略委員会の要請に対する回答で、インド太平洋地域

における中国の侵略を抑止するために前方展開し縦深防衛態勢を確立するなどの利点

を追求すること、そして米国の INF 条約からの離脱などの政策決定を勘案した案を案

出することが求められた。 

 

インサイド・アウト防衛（Inside-Out Defense） 

海洋プレッシャー戦略ではまず、距離と時間の制約を克服し、米軍の介入に対する中

国の試みを挫折させ、既成事実化を防ぐという作戦構想「インサイド・アウト防衛」を

採用する。インサイド・アウト防衛とは、インサイド部隊とアウトサイド部隊による防

衛だ。インサイド部隊は第 1列島線の内側（インサイド）に配置された部隊（例えば陸

上自衛隊）のことで陸軍や海兵隊が中心だ。アウトサイド部隊は第 1列島線の外側（ア

ウトサイド）に存在する部隊で海軍や空軍の部隊が主体だ。CSBAはインサイド・アウ

ト防衛をアメリカン・フットボールに例えていて、インサイド部隊は「ディフェンスラ

イン」で、アウトサイド部隊は「ラインバッカー」だ。 

 図２「インサイド・アウト防衛」 

    

インサイド・アウト防衛は、中国が米国とその同盟国に対して行っている A2/AD を

逆に中国に対して行うことなのだ。すなわち、西太平洋の地形を利用して、中国の軍事

力を弱体化させ、遅延させ、否定する A2/AD システムを構築しようということだ。 

●インサイド・アウト防衛の中心的な考え方 

インサイド部隊は、厳しい作戦環境で戦うことのできる攻撃力と敵の攻撃に対して生

き残る強靭さを持った部隊だ。アウトサイド部隊は、機敏で長距離からのスタンドオフ

攻撃が可能で、中国の A2/ADネットワークに侵入して戦うことのできる部隊だ。 

これらの内と外の部隊が協力して、人民解放軍の攻撃に生き残り、作戦する前方縦深

防衛網を西太平洋に構築し、紛争初期において人民解放軍の攻撃を急速に鈍らせる。米

国が中国との紛争に勝利するためには、インサイド・アウト防衛だけでは十分ではない
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かもしれないが、既成事実化を回避することはできる。また、懲罰的攻撃や遠距離から

の封鎖といった他の作戦が効果を発揮するために必要な時間を提供することもできる。 

インサイド・アウト防衛がより手ごわい防衛態勢を中国に提示することによって、危

機において中国が大規模でコストのかかる紛争のエスカレーションを避け、緊張の緩和

を選択するように導くことを目指している。 

●インサイド部隊とアウトサイド部隊 

・インサイド部隊 

平時には、西太平洋に配置されたインサイド部隊が、米国のコミットメントと決意を

示す戦闘的で信頼できるシグナルを提供する。これは、中国の指導者の決定を複雑にし、

軍事計画における自信を損ない、立ち止まることを促す。これらのインサイド部隊は、

グレイゾーン事態などの武力紛争のレベル以下での中国の強圧的な行動に対抗するの

にも役立つ。インサイド部隊は、空中、海上、地上の常時センサーのネットワークを使

用し、西太平洋における状況認識を高め、中国の悪意ある活動を暴露する。さらに、西

太平洋に配備された持続的なセンサーネットワークは、中国の潜在的な攻撃の兆候を発

見し警告を発することにより、中国の時間と距離の優位性を減少させる。 

紛争が発生した場合、インサイド部隊は、第 1列島線沿いおよび第 1列島線内に分散

し、弾力的な態勢を急速に構築し、この地域の海洋地形を利用し、中国の軍事作戦に直

ちに対抗できる初期の防衛バリアを形成する。 

インサイド部隊は、西太平洋有事において 3つの主要な役割を果たす。第１に、中国

が軍事作戦を成功させるための必要条件として認識している航空優勢、海上優勢、情報

支配を確保することだ。第 2に、中国の作戦部隊を攻撃して、米国の同盟国やパートナ

ー国の領土を占領するなどの侵略によって目的を達成する能力を低下させ、中国が第 1

列島線を越えて力を行使することを阻止する。第 3に、中国の主要システムを劣化させ、

中国の A2/ADネットワークに弱点を生じさせ、それをアウトサイド部隊が利用する。 

移動可能で分散した地上部隊や水陸両用部隊は、これらのインサイド部隊の背骨を形

成する。カモフラージュ・隠蔽・欺瞞などの対抗手段を追加した、機動性があり発見が

困難な地上部隊固有の残存性を利用して、インサイド部隊は、第一列島線の諸島を、セ

ンサー、ミサイル、電子戦システムなどのマルチドメイン能力を備えた防御基地へと変

貌させる。 

・アウトサイド部隊 

主に空軍と海軍で構成されるアウトサイド部隊は、第一列島線に沿って配置されたイ

ンサイド部隊に対し、柔軟で機敏な支援を提供する。米国の圧倒的な戦闘力はこのアウ

トサイド部隊にある。 

平時には、西太平洋に部隊を増派することで、アウトサイド部隊がインサイド部隊を

増強することができる。紛争が発生した場合には、第 1列島線のインサイド部隊が確立

した防衛バリアをバックアップし、第 2列島線に縦深防衛ラインを提供する。また、米

国が同盟国やパートナー国の領土に接近できない場合、あるいは中国の攻撃による消耗

によって生じたインサイド部隊の防衛バリアの穴を埋めるために、アウトサイド部隊が

投入される可能性がある。 



5 

 

インサイド部隊は、人民解放軍の上陸作戦、着陸作戦などに対処し、領土・領海・領

空を防衛する。その結果、アウトサイド部隊の反撃作戦のための良い状況を作りだす。

アウトサイド部隊は、インサイド部隊によって作られた中国の A2/ADの弱点を利用し、

中国本土の目標に対する攻撃作戦を行うことができる。 

最後に、中国の海外資産を危険にさらし、中国の海上貿易を阻止するために、アウト

サイド部隊は行動をする。 

●「インサイド・アウト防衛」の 4 つの作戦 

「インサイド・アウト防衛」は、次の 4つの主要な作戦で構成される。 

・海上拒否作戦：中国の海上統制に対抗し、中国の海上戦力投射部隊を撃破するための

第 1列島線での作戦 

・航空拒否作戦：中国の航空優勢に対抗し、中国の航空宇宙戦力投射部隊に勝利するた

めの第 1列島線における作戦 

・情報拒否作戦：中国の情報支配に対抗し、米国の情報優位を可能にする作戦 

・陸上攻撃作戦：中国の地上配備の A2/AD システムを破壊し、中国の戦力投射部隊を

味方またはパートナーの領土に引き寄せるための作戦 

 

次の 3つのサポート・ラインにより、上記４つの作戦が可能になる。 

・競合が激しくパフォーマンスが低下する環境において C4ISR システムを確保し、米

国の情報の優位性を可能にする 

・中国のマルチドメイン攻撃から友軍と基地を防御する 

・攻撃されている間、分散した戦力を維持する 

 ①海洋拒否作戦 

海上拒否作戦は、第 1列島線内またはその付近での海洋支配を獲得し維持しようとす

る中国の努力を拒否し、中国の上陸部隊が米国の同盟国やパートナー国の領土に上陸す

る前に、中国の海上部隊を撃破し、海上封鎖を早期に突破し、国外に海洋勢力を投射す

ることを妨げる。 

第一列島線沿いに分散配置された場所から、対艦巡航ミサイル（ASCM）や対艦弾道

ミサイルを装備した地上部隊は、中国の水上艦艇特に長距離対空ミサイル（SAM）を

装備した先進的な中国海軍の水上艦艇を攻撃することができる。紛争の早期にこれらの

艦艇を無力化することは、海洋支配を確立しようとする中国の努力を大きく阻害し、中

国の大陸から離れた場所での防空に隙間（ギャップ）を作ることができる。さらに、中

国の商船を危険にさらすことになる。 

図 3「地上設置型海洋拒否システムの重複カバー図」 
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海軍打撃ミサイル(NSMネットワーク)や日本の 12式地対艦誘導弾のような、少なく

とも 100海里(185km)の射程を持つ地上発射対艦ミサイルは、第一列島線を通過しよう

とする中国艦艇の潜在的な通過ルートのほとんどをカバーする。しかし、このためには、

米軍がベトナムやインドネシアなどの東南アジア諸国を含む同盟国やパートナー国の

領域への広範なアクセスを有していることが前提である。 

一方、射程距離が 100 海里（185km）以下の地上発射対艦ミサイルは、第１列島線

の強固な沿岸防衛を提供し、一部の紛争地域をカバーする。その特徴として、東シナ海

や南シナ海から遠く離れた海域で活動する中国海軍を攻撃するための射程が不足して

いるが、地上部隊に射程の長いミサイルファミリーを配備することで、米軍の接近が制

限されることを防ぎ、中国や台湾海峡に近い海域で活動する中国海軍を攻撃できるよう

になる。 

高度な探索能力を備えた先進的な地上発射対艦ミサイルは、中国海軍の対抗手段にも

かかわらず、地上部隊が高価値の中国海軍の水上戦闘艦や揚陸艦を選択的に標的にする

ことを可能にする。 

これらの攻撃を容易にするために、部隊は、地上・航空センサー、OTH レーダー、

潜水艦および無人潜水艇、衛星、有人・無人水上艦艇、および敵の防衛網を突破する有

人・無人航空機を組み合わせて運用し、標的データを取得する。 

有人および無人のプラットフォームを含む水中部隊は、前方センサーとして機能し、

中国の艦艇に対する魚雷および対艦巡航ミサイル（ASCM）の攻撃を行うことによって、

インサイド地上部隊を支援する。しかし、彼らの主な任務は、特に南シナ海/東シナ海

から離脱する前に、第一列島線内で中国の海中部隊を撃破することだ。 

米軍の無人潜水艦の能力が成熟すると、無人潜水艇(UUV)やスマート・マイニングな

どの無人プラットフォームは、第１列島線内での海中作戦を強化し、有人潜水艦を紛争

の少ない海域に配置できることになる。そして、UUVは、C2ノード（ネットワークの

分岐点や中継点）やミサイル攻撃プラットフォームとして機能することもできる。さら
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に、陸上からの火力は無人航空機システム(UAS)とペアになって、無人センサーによっ

て検知された中国海軍の潜水艦を攻撃することができる。 

アウトサイド部隊もまた、中国の A2/AD 能力に生じたインサイド部隊がもたらした

弱点を利用して、第一列島線内での海洋拒否に貢献する。第 1列島線沿いの地上防空シ

ステムの背後で活動する水上艦艇、第 4 世代戦闘機、爆撃機は、長距離 ASCM の大群

による海上拒否作戦を支援することができ、有人および無人ステルス機は、中国の

A2/AD 防衛網に侵入して海上攻撃を行い、陸上配備ミサイルなどの他の兵器の感知プ

ラットフォームとして機能することができる。 

②航空拒否作戦 

航空拒否作戦は、第 1列島線内の中国の航空優勢に対抗する作戦だ。人民解放軍が部

隊を上陸させる前に、攻撃部隊を運ぶ空輸を無力化する。H-6爆撃機などの長距離爆撃

機が、第 1列島線を越えて、友好国の基地、部隊、その他の目標を攻撃する力を行使す

ることを阻止する。 

主に第二列島線およびそれより遠い航空基地からの作戦距離が長いことを考えると、

米軍および連合軍は、第一列島線に沿う地域での航空優勢を継続的に争うに十分な出撃

回数を確保できない可能性がある。第１列島線の島嶼に配置された改良型陸上配備型の

統合防空・ミサイル防衛(IAMD)システムは、この問題を補うことになる。IAMD はコ

ストを相手に強要し、攻撃兵器を搭載できる敵機の数を減らすことにより、人民解放軍

は空域の大部分を攻撃ではなく防空のために費やすことを余儀なくされる。 

この新しい地上ベースの IAMD システムは、ミサイル、火砲、レーザーや高出力マ

イクロ波などの指向性エネルギー兵器を組み合わせて使用する。結果として、移動式、

長距離、広域、短距離のポイント防空システムを含む多層防御が完成する。 

陸上のインサイド部隊は、アウトサイド部隊である空軍の支援、例えば空中警戒管制

機の支援を受ける。そして、敵の防御を突破する有人および無人戦闘機による中国空軍

基地に対する攻撃的対航空作戦（OCA）を行ってもらう。 

③情報拒否作戦 

人民解放軍は、情報優越を軍事的勝利に必要な最も重要な条件と考えている。このた

め、中国の C4ISR の機能を低下させる作戦や情報拒否作戦は、中国の侵略を抑止し、

それを撃退する上で大きな効果がある。 

情報拒否作戦は、中国の ISR を複雑にし、中国の通信ネットワークを混乱させ、最

終的には中国の中央集権的な意思決定を麻痺させることに焦点を当てる。内外の部隊は、

中国のセンサーや主要ノードを攻撃して C4ISR ネットワークを部分的に遮断するため

に、陸上攻撃、対艦兵器、対空兵器を使用する。 

電子戦、対宇宙（カウンタースペース）、偽発信装置や妨害装置などのサイバー能力

を使用する部隊は、カモフラージュ・隠蔽・欺瞞や機動性の発揮などの受動的手段によ

って強化され、残りの中国のセンサーを混乱させ、通信を低下させ、中国の情報処理と

意思決定を圧倒する。防衛側の地上軍は、複雑な地上環境を有利に利用する。これらの

行動が相まって、中国は執拗なターゲティング（目標指定）が必要になり、中国の意思

決定者から重要な戦闘空間の状況認識を奪い、彼らの部隊のために中央集権的な決定を
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する能力を阻害する。また、地上戦力を排除するために、人民解放軍が戦闘をエスカレ

ートさせる可能性もある。より多くの交戦すべき潜在的な標的とその配置が不確実であ

るため、人民解放軍はより大規模な初期作戦を実施しなければならない。これは、中国

の指導者が最も都合のいいグレーゾーンの活動を明らかに上回るものである。 

④陸上攻撃作戦 

陸上攻撃作戦は、中国の陸上配備の A2/AD システム（センサー、長距離ミサイル発

射機、地上に駐機する航空機、地対空ミサイル）を無効化し、アウトサイド部隊が自由

に活動できる状況を作り出す。 

海上拒否作戦と同様に、陸上目標に対する攻撃は、潜水艦発射の巡航ミサイル及びア

ウトサイド部隊である航空部隊および海軍部隊の長距離ミサイルによるスタンドオフ

攻撃、より接近して攻撃を行うステルス航空機による地上目標攻撃によって増強する。 

図 4「陸上配備兵器による長距離打撃」 

   

中国本土にある 5万個の重要目標の約 70%は中国本土の海岸線から 250nm（463km）

以内にある。最も深い目標地点(赤い丸)は、宇宙関連施設、衛星攻撃用兵器施設、その

他の価値の高い目標の場所を示す。 

INF 条約の射程制限に則って開発された地上発射の陸上攻撃兵器は、最大射程

499km である。この範囲は、第一列島線から東シナ海と南シナ海にある係争中および

中国が所有する島々を攻撃するのに十分であろう。 

しかし、第 1列島線内の全ての標的および中国本土の標的に対する陸上システムによ

る攻撃のためには、現有の兵器の射程を延長するか、新たな発射プラットフォームから

発射する新たな兵器が必要となる。 

人民解放軍は、中距離の巡航ミサイルや弾道ミサイルなどの陸上発射の長距離精密火

力において、米国やその同盟国に対して長年優位に立ってきた。 

しかし、ロシアとの INF 条約に制約されなければ、米国は陸上長距離攻撃能力の保
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有を追求することができ、中国はより多くの資源を航空およびミサイル防衛に費やすこ

とを余儀なくされる。大規模な一斉射撃は費用対効果が常に高いわけではないが、地上

の航空機、ミサイル発射装置、大規模フォーメーション、港湾内の資本輸送船、重要な

C4ISRノードなどの時間に敏感な標的を迅速に攻撃する大きな価値がある。 

 以上の議論はあくまでも純軍事的な議論であり、実際に陸上攻撃作戦を実施するために

は国際政治上の様々な考慮が必要であることは当然なことである。 

 

海洋プレッシャー戦略に対する評価 

・米中覇権争いの様相が濃くなり、米中のアジア太平洋における衝突の可能性が取りざ

たされている。 

 中国が目論む台湾占領などの既成事実化を許さない海洋プレッシャー戦略は、米中紛

争を抑止する戦略、日本の防衛をバックアップする戦略として評価したい。 

・海洋プレッシャー戦略を成立させるためには、第 1列島線を形成する日本をはじめと

する諸国（台湾、フィリピン、インドネシアなど）と米国との密接な関係が不可欠であ

る。国防省や国務省はその重要性を深く認識しているだろうが、唯一不安な存在は、ア

メリカ・ファーストを主張し世界中の米国同盟国や友好国に緊張をもたらしているドナ

ルド・トランプ大統領だ。アメリカ・ファーストを貫くと、関係諸国との関係がより親

密になるとは思えない。 

・自由で開かれたアジア太平洋戦略や海洋プレッシャー戦略のためには米軍の更なる前

方展開が必要だが、米国内にはこれに抵抗するグループがいる。米中覇権争いにおいて、

米国は本当に中国の脅威の増大に真剣に対処しようとしているのか否か、その本気度が

試される。 

・我が国は、この海洋プレッシャー戦略を前向きに評価しつつも、これに過度に頼るこ

となく、わが国独自に進めている南西防衛態勢の確立を粛々と推進すべきだ。 

 いずれにしても、中国の増大する脅威に日本単独で対処することは難しい。常に日米

同盟の強化、第 1列島線を構成する諸国との連携を今後さらに推進すべきであろう。 

   


